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中小企業の海外展開に関する研究の現状と課題

アジアに展開する日本の中小製造業を中心に
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1 はじめに

中小企業の海外展開は，大企業による海外生産

拡大への対応と，安価な労働力確保を主な目的と

してこれまで行われてきた。北嶋（2004）によれ

ば，1985年のプラザ合意以降，急激な円高に対

応すべく，大企業の多くがASEAN地域を重要

な生産拠点と位置づけ，海外現地生産を積極的に

展開してきた。そうした動きに追随する形で，90

年代以降は中小製造業においても，ASEAN地域

への進出が活発化していった。さらに，90年代

半ば以降は，中国を中心に中小製造業の多くが量

産工場を設立し，労働集約型のモノづくりの移転

が積極的に展開された（北嶋，2004）。

このような流れで進んできた中小企業の海外展

開であるが，近年，その状況は大きく変化してい

る。2000年代に入り，大企業の海外現地生産は

更に拡大し，海外展開する中小企業も増加してい

る。そのため，アジアでは，日系企業同士の競合

も進みつつある（加藤，2011）。新興国における

所得水準向上により，現地の消費市場開拓を目的

とした中小企業の進出も増えている。一方で，進

出国での人件費上昇などを反映し，撤退する中小

企業もみられる。中小企業研究では，こうした変

化を踏まえた新たな研究が求められている。

だが，中小企業の海外展開に関する研究は，こ

うした変化を十分にとらえているとはいえないの

が現状である。中小企業の海外展開を成功させる

ためには，前述のような変化を踏まえたうえで，

海外展開の実態を明らかにし，新たな理論構築に

取り組む必要があると考える。

そこで，本稿では，中小企業の海外展開に関す

る先行研究を整理し，これらの研究の意義と限界

を考察する。

なお，本稿では，海外展開する中小企業のなか

でも，アジアに展開する中小製造業に焦点を当て

て，分析を行う。その理由は次の二点である。

第一に，中小企業の海外展開に占めるアジアの

割合が高いためである。中小企業庁（2012）は，

経済産業省「企業活動基本調査」により，中小企

業の海外子会社の地域構成を明らかにしている。

これを見ると，中国が全体の42.8％を占め，中国

を含むアジア全体で78.3％を占める。これについ

て，「大企業の海外子会社の地域構成と比べると，

大企業は，アジア地域だけでなく，北米，ヨーロッ

パへの直接投資も比較的多く見られるのに対し，

中小企業の海外子会社の地域構成は，アジア地域

の割合が高くなっている」としている（中小企業

庁，2012,81頁）。中小企業が今後最も重視する

直接投資先としても，アジアが占める割合は高

い（1）。

第二に，アジアで展開する中小企業は製造業が

多い。中小企業の海外子会社の業種構成をみると，

直接投資先がヨーロッパの場合，製造業の占める

割合は40.2％にとどまるのに対し，アジアの場合

には製造業の割合は69.4％と高い（中小企業庁，

2012,81頁）。製造業と非製造業とでは，海外展
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開における論点が大きく異なる可能性がある。そ

のため，業種を絞って分析することが必要と考え

る。

また，本稿では海外展開を「輸出や海外直接投

資，技術供与，生産委託など何らかの形で自社が

かかわった製品を海外に提供するための取り組み」

と定義する。したがって，海外からの輸入は本稿

の考察対象外である。

本稿の構成は次のとおりである。2では，中小

企業による海外展開の現状を各種公表データから

分析する。3では，日本の中小製造業に関する先

行研究のレビューを行い，その意義と課題を明ら

かにする。4では本稿の結論と今後の研究課題を

示す。

2 中小企業における海外展開の動向

� 海外展開する中小企業は少数

中小企業の海外展開状況を示すデータとしては，

経済産業省「海外事業活動基本調査」，総務省

「経済センサス」，東洋経済新報社「海外企業進出

総覧」などが存在する。各データにはそれぞれ制

約があるため，中小製造業の海外展開をこうした

既存の統計データから完全に把握することは困難

である（加藤，2011,128�143頁）。本章では，そ

うした制約を考慮して，主に中小企業全体の海外

展開状況を分析する。そして，可能な範囲で中小

製造業に関しても分析を行うこととする。

まず，中小企業全体のなかで，海外展開する中

小企業がどの程度の割合を占めているのか，確認

しておく必要があるだろう。日本政策金融公庫総

合研究所が実施した「中小企業の海外進出に関す

るアンケート調査」（2）に回答した中小企業 4,607

社についてみると，「海外展開はしていない」と

する割合は72.4％にものぼる（図表1）。業種別

にみると，製造業で59.5％，非製造業で83.1％と

なっており，非製造業で高い割合を示している。

これをみると，多くの中小企業は，未だ海外展開

を実現できていないことがわかる（3）。その要因と

して，海外に生産拠点を設立する場合，準備資金

等に加えて設備資金が必要なこともあり，相応の

企業体力が求められる点が指摘されている（中小

企業庁，2012,83頁）。加藤（2011）は，中小企

業の海外展開が低水準にとどまっている理由とし

て，人材不足（経営管理と技術指導等）と資本力

不足（資金調達力等）を指摘する。海外展開して

いる中小企業は，全体の3割弱にとどまっており，

本稿で分析する先行研究の多くは，そうした一部
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図表1 中小企業の海外展開の形態（複数回答）
（単位：％）

全産業
・n・4,607・

製 造 業
・n・2,090・

非製造業
・n・2,517・

海外展開はしていない 72.4 59.5 83.1

海外直接投資（現地法人の設立，または既存の外国企業への出資（いず

れも出資比率10％以上））をしている

7.0 11.3 3.5

海外直接投資（現地法人の設立，または既存の外国企業への出資（いず

れも出資比率10％未満））をしている

2.7 3.8 1.8

駐在・情報収集などのための拠点を設置している 2.0 2.7 1.4

外国企業と業務・技術提携，役員の派遣など資本関係以外の永続的な関

係を有している

2.3 3.6 1.3

直接海外に輸出している 9.2 14.9 4.5

間接的に輸出（商社や販売先の国内企業を経由する輸出）している 11.5 20.0 4.4

直接海外から輸入している 13.0 18.1 8.7

その他 1.2 1.5 1.0

資料：日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の海外進出に関する調査」（2012年）

（注）1．IMFの国際収支統計では，株式等の取得を通じた出資について，外国投資家が，対象国内企業の発効済み株式総数の

10％以上を取得した場合を直接投資としている。

2．複数回答のため，合計は100％を超える。



の企業を研究対象としているという点は常に意識

しておく必要がある。

� 増加する中小企業の海外展開

では，海外展開する中小企業の状況はどうだろ

うか。まず，直接輸出についてみてみよう。経済

産業省「工業統計調査」および総務省「平成24

年経済センサス活動調査」により，輸出を行う中

小製造業数の推移をみると，01年には4,342社で

あったのが，11年には6,336社にまで増加してい

る（図表2）。

海外直接投資はどうだろうか。総務省「事業所・

企業統計調査」によると，海外に子会社を保有す

る中小企業の数は，01年には4,143社であったが，

06年には5,795社にまで増加している（図表3）。

09年の「経済センサス」では5,630社に減少して

いるが，調査に連続性がないため，必ずしも減少

したとは判断できない。実際，経済産業省「海外

事業活動基本調査」をみると，中小企業の海外現

地法人数は，06年の1,941社から12年には5,902

社まで増加している（図表4）。中小企業の海外

直接投資は，増加傾向にあると判断してよいだろ

う。

業種別にみるとどうだろうか。図表4で業種別

に中小企業の海外現地法人数をみると，12年は，

製造業が3,082社に対し，非製造業は2,820社と

製造業の海外現地法人数が多い。ただし，ここで

注目すべきは，06年から12年にかけて，製造業

と非製造業の差が大きく縮まっている点である。

06年をみると，製造業の海外現地法人数は非製

造業の約1.6倍であったのに対し，12年にはほぼ

約1.1倍にまで縮まっている。近年は，非製造業

の海外進出が増えており，その増加ペースは製造

業を上回っていることがわかる。

中小企業の海外展開に関する研究の現状と課題
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図表2 直接輸出を行う中小製造業数の推移
（単位：社）

年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

企業数 4,342 3,568 4,603 4,702 4,838 5,348 6,196 6,303 5,937 5,920 6,336

出所：中小企業庁『2014年版中小企業白書』293頁

資料：経済産業省「工業統計表」，総務省・経済産業省「平成24年経済センサス活動調査」再編加工

（注）1．従業者数4人以上の事業所単位の統計を，企業単位で再集計している。

2．「平成24年経済センサス活動調査（再編加工）」によると，従業者数4人以上の製造事業所を保有する中小企業数は

約20万社

図表3 規模別の直接投資企業の数
（単位：社）

年 2001 2006 2009

大 企 業 1,931 2,416 2,347

中小企業 4,143 5,795 5,630

（うち中小製造業） 2,013 2,944 2,869

合 計 6,074 8,211 7,977

中小企業が占める割合 68％ 71％ 71％

中小製造業が占める割合 33％ 36％ 36％

出所：中小企業庁『2012年版中小企業白書』76頁

資料：総務省「事業所・企業統計調査」，「平成21年経済センサス-基礎調査」再編

加工

（注）1．ここでいう直接投資企業とは，海外に子会社（当該会社が50％超の議決権

を所有する会社。子会社又は当該会社と子会社の合計で50％超の議決権を有

する場合と，50％以下でも連結財務諸表の対象となる場合も含む。）を保有す

る企業（個人事業所は含まない。）をいう。

2．ここでいう大企業とは，中小企業基本法に定義する中小企業者以外の企業

をいう。



では，海外展開する中小企業は，どのような進

出形態をとっているのだろうか。図表1で海外展

開していると回答した中小企業の形態をみると，

「直接海外から輸入している」（13.0％），「間接的

に輸出している」（11.5％），「直接海外に輸出し

ている」（9.2％）の順となっている。製造業では，

「間接的に輸出している」（20.0％），「直接海外か

ら輸入している」（18.1％），「直接海外に輸出し

ている」（14.9％）などが多い。

また，「海外直接投資（現地法人の設立，また

は既存の外国企業への出資（いずれも出資比率

10％以上））をしている」と回答した企業は324

社で，全体の7.0％となっている。業種別にみる

と，製造業で11.3％と，非製造業（3.5％）を大

きく上回る。

輸出入や海外直接投資以外の展開形態もみられ

る。「外国企業と業務・技術提携，役員の派遣な

ど資本関係以外の永続的な関係を有している」を

回答した企業の割合は，全体の2.3％，106社存

在する。このように，中小企業の海外展開形態は

多岐にわたるのが現状である。

� 進出目的の変化

従来，中小企業の海外展開目的は，国内の親企

業からの進出要請に応えることを目的とした「下

請型」と，自社製品の生産コストの低減を目的と

した「自立型」がその中心であった（加藤，2011,

141頁）。

だが，中小企業の海外展開目的は，ここ数年で

大きく変化している。図表5は，中小企業が直接

投資を決定した際のポイントの推移は示したもの

である。これを見ると，「現地の製品需要が旺盛

又は今後の需要が見込まれる」と回答した企業の

割合が04年の29.3％から11年には49.0％にまで

増加していることがわかる。一方で，04年には

31.2％と高い割合を示していた「良質で安価な労

働力が確保できる」と回答する企業が11年には

27.2％と減少している。中小企業の海外進出目的

が，生産コスト低減から市場開拓へとその中心が

移っていることがわかる。
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図表4 中小企業の現地法人企業数
（単位：社）

年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

製 造 業 1,187 1,287 1,486 1,767 1,828 1,831 3,082

非製造業 754 886 1,110 1,394 1,423 1,553 2,820

中小企業合計 1,941 2,173 2,596 3,161 3,251 3,384 5,902

製 造 業 7,100 7,031 6,661 6,632 6,584 6,853 7,343

非製造業 7,329 7,528 8,401 8,408 8,764 9,013 10,106

大企業合計 14,429 14,559 15,062 15,040 15,348 15,866 17,449

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」各年度版より作成。

（注）1．ここでは資本金基準に基づき，国内本社の資本金により3億円以下を中小企業，3億円以上を大企業として分類した。

図表5 中小企業が直接投資を決定した際のポイントの推移（複数回答）
（単位：％）

年 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

良質で安価な労働力が確保できる 31.2 19.9 22.8 26.3 27.7 20.4 28.4 27.2

現地の製品需要が旺盛又は今後の需要が見込まれる 29.3 28.7 30.4 31.6 33.2 39.5 45.5 49.0

納入先を含む，他の日系企業の進出実績がある 23.7 17.0 18.5 20.6 21.1 16.4 25.5 30.1

出所：中小企業庁『2012年版中小企業白書』p.304

資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」

（注）1．国内本社が，中小企業基本法に定義する中小企業者と判定された企業を集計している。

2．2011年度に回答の割合の高い上位3項目について表示している。



� 撤退する中小企業も増加

海外展開する中小企業が増加するにつれて，海

外から撤退する中小企業も増加している。図表6

は，中小企業基盤整備機構『平成23年度中小企

業海外事業活動実態調査』のアンケート結果から，

中小企業の撤退状況を年代別にまとめたものであ

る。これをみると，00年代に入り，中小企業の

海外撤退が増加していることがわかる。全撤退数

に占める年代ごとの割合をみると，90年代の

15.2％（72社）に対して，00年以降は増加傾向

を示し，「2000～2004年」が 19.0％（90社），

「2005～2009年」は37.4％（177社）と増加して

いる。「2010年以降」については，わずか2年強

ながらも22.8％（108社）となっている。

こうした状況について，加藤（2011）は，大企

業では00年代に撤退数が増加する傾向にはない

ことを確認したうえで，中小企業の海外展開を取

り巻く環境が00年代に入り悪化していることを

反映したものと分析している（加藤，2011,147�

148頁）。中小企業の海外展開が進む中で，現地

での競争環境が激化し，撤退する中小企業も増え

ているものと考える。

� 小 括

以上，中小企業による海外展開の現状を各種公

表データから分析した。その結果，以下の4点が

明らかとなった。

第一に，海外展開している中小企業は，全体の

3割弱であり，多くの中小企業は海外展開できて

いない。第二に，海外展開する中小企業は増加傾

向にあり，多様な進出形態を選択している。第三

に，進出目的が生産コスト低減から，現地市場開

拓へと変化している。第四に，海外進出する中小

企業が増加しているのに伴い，海外から撤退する

中小企業も増加している。

こうした変化を踏まえたうえで，先行研究のレ

ビューを行い，その意義と限界を考察する。

3 中小製造業の海外展開に関する

先行研究

ここからは，中小製造業の海外展開に関する先

行研究を以下の5つの視点で分類し，整理を試み

る。5つの視点とは，�海外展開プロセス，�現

地拠点の機能，�海外進出形態，�日本国内への

影響，�国際経営論との関係である。

� 海外展開プロセス

まず，海外展開のプロセスによって分類を行う。

中小製造業の海外展開と一口に言っても，海外展

開のどのプロセスに着目するかで，得られる結論

は異なってくる。一般的に，企業の海外展開プロ

セスは，①海外展開前の準備段階，②海外展開中，

③撤退の3つに分類できる。ここでは，こうした

海外展開プロセスのなかで，先行研究が主にどの

プロセスに重点をおいているかで分類を試みる。

先行研究をみると，すでに海外展開している中

小製造業を調査対象として，海外展開前から海外

展開中にかけての動向を分析したものが多い。そ

れによって，今後海外展開を目指す中小企業に対

して，何らかの示唆を与えようとしている。

海外展開前の動きに焦点を当てた研究としては，

米倉（2000），関（2013）などがあげられる。米

倉（2000）は，中小企業の海外進出前の意思決定

プロセスを事例研究によって分析している。その

結果，中小企業ではトップマネジメントの起動力

中小企業の海外展開に関する研究の現状と課題
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図表6 撤退・移転時期

企業数（社） 構成比

1980年代（～1989年） 26 5.5％

1990年代（1990～1999年） 72 15.2％

2000～2004年 90 19.0％

2005～2009年 177 37.4％

2010年以降（2010年～） 108 22.8％

合 計 473 100.0％

出所：中小企業基盤整備機構『平成23年度中小企業海外事

業活動実態調査』2012年，53頁

（注）1．企業数については，各年代の構成比から推計したも

のを筆者が加筆。

2．上表は，最も直近に撤退・移転した海外拠点につい

て回答したものであるため，直近が増えている可能性

がある点には留意する必要がある。



が海外進出を可能にしており，ボトムアップによっ

て意思決定がなされる大企業とは異なる点を明ら

かにしている。関（2013）は，タイへの進出を計

画している日本の中小製造業者の事例研究を行っ

ている。その結果，中小製造業者が国内および国

外での連携によって，情報共有・学習や評判，能

力といった点で，時間差をもって成果を享受する

プロセスを明らかにしている。

海外展開中の動きに焦点を当てた研究としては，

久保田（2007），中小企業金融公庫総合研究所

（2008），加藤（2011），藤井（2013）などがある。

久保田（2007）は，ASEANと中国の双方に生

産拠点を持つ中小製造業者を対象に，生産機能の

国際的配置について論じている。そして，中核的

な経営資源が明確に区分しやすいかどうかで，生

産機能の国際的配置のあり方が異なっている点を

指摘する。すなわち，オリジナルな材料や中核部

品，装置を有するといった，中核的な経営資源が

明確に区分しやすい中小企業は，国内拠点と海外

拠点の生産機能は異なっている。それに対して，

総合的な技術力でユーザーのニーズに応えるといっ

た，中核的な経営資源を明確には区分しにくい中

小企業は，国内外で同様の一貫生産体制をもつ傾

向があるとしている。

中小企業金融公庫総合研究所（2008）も，海外

に拠点をもつ中小自動車部品サプライヤーを対象

として，国内外の生産体制について論じている。

現地生産を行う中小部品サプライヤーは，開発・

設計機能を日本に残す一方で，国内外拠点間で製

品別分業や工程別分業を活用したり，原材料・設

備の現地調達を一部活用することで，海外拠点を

うまく活用している点を明らかにしている。

このように先行研究では，海外展開を実現した

中小企業を調査対象として，海外展開前から海外

展開中にかけての動きに焦点を当てた研究が蓄積

されている。

一方で，海外から撤退（4）した中小企業に関す

る研究蓄積は十分ではない。これは，①海外から

の撤退経験を有する中小企業にアクセスするのが

困難であることや，②海外からの撤退を恥ずかし

いことと考える経営者も多く，対外的な公表が難

しいこと，などが影響しているものと考える。実

際，海外からの撤退に関する研究が少ないのは，

中小企業，そして日本に限った話ではない。

McDermott（2010）が指摘するように，海外撤

退研究は，国際的にも十分に行われていないのが

現状である。

そうした中，数少ない先行研究をみると，まず

アンケートによって，中小企業の海外撤退状況を

明らかにした調査として，中小企業基盤整備機構

「中小企業海外事業活動実態調査」がある。平成

23年度版をみると，撤退経験及び撤退移転経験

を持つ中小企業は，合わせて634社，有効回答に

占める割合は8.8％である。このなかで，撤退移

転を経験した中小企業515社の傾向をみると，撤

退移転した海外拠点としては，「中国」が172件

で最も多い。その主な機能は，「生産機能」が

55.0％と過半数を占める。撤退・移転の理由とし

ては，「受注先，販売先の開拓・確保の困難性」

が27.6％で最も多く，次いで「生産・品質管理の

困難性」が24.5％，「現地パートナーとのトラブ

ル」が23.6％などと続いている。この調査は，

1994年から行われており，中小企業の海外撤退

状況をマクロ的かつ時系列で明らかにしている点

に意義がある。

撤退事例を分析した研究としては，足立（1994），

同（1995），鷲尾（1996），中小企業事業団（1996），

同（1997），山邑（2000），米倉（2001），加藤

（2011）がある。足立（1994）は，撤退に至るケー

スの多くは，当初の意思決定，とりわけパートナー

の選定にかかる問題が多い点を指摘する。そして，

社長や派遣駐在員，パートナーなどの「人的要因

の重要性」が最も重要な教訓であるとしている。

鷲尾（1996）も撤退要因として，現地パートナー

との不調和が多く，特にアジアでこの傾向が強い

としている。中小企業事業団（1997）は，撤退理

由として，パートナーとの不調和に加えて，①製

品需要の不振，②外部経営環境の変動を撤退要因

として指摘している。これらに対して，米倉

（2001）は，国際経営論の枠組みを用いて，マク

ロ環境とミクロ環境の非好意的な変化が企業の戦

略的対応を促し，海外からの撤退につながるとの
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モデルを提示し，外部環境の変化が撤退につなが

る点を指摘している。

以上の先行研究は，中小企業の海外撤退をテー

マにした数少ない研究である。そして，海外撤退

の要因を明らかにしている点で大変意義のある研

究といえる。

一方で，先行研究は，以下の課題を有する。第

一に，加藤（2011）を除き，一次情報を活用した

事例研究が少ない。先行研究として挙げた事例研

究の多くが，中小企業基盤整備機構（旧中小企業

事業団を含む）の報告書に掲載された事例などの

二次情報を分析したものである。事例研究では，

多様な情報源を活用することが必要とされる。二

次情報だけでなく，より詳細な一次情報をも活用

した事例研究の蓄積が必要だろう。

第二に，定量分析が少ない。事例研究だけでな

く，定量的な研究も蓄積される必要がある。

第三に，研究時期が古い。先行研究の多くが

1990年から2000年代前半に行われたものである。

前述のとおり，中小企業の海外展開を取り巻く環

境が変化するなかで，その後の変化を分析軸に加

える必要がある。

そして，最後に，先行研究の多くが撤退を「失

敗」ととらえ，そこから今後海外展開を目指す中

小製造業への教訓を導き出そうとしている点であ

る。もちろん，そうした取り組みは重要である。

しかしながら，撤退を単純に失敗ととらえてよい

のだろうか。加藤（2011）は，94年時に海外進

出していた企業85社について，2010年時点の状

況を調査している。その結果，94年以前の海外

生産工場を今なお継続している企業が半数ほどで

あるのに対し，国内本社は存続しながらも撤退を

余儀なくされている企業が2割程度，企業存続が

困難になった企業と困難になったと考えられる企

業が合わせて3割に達したとしている。海外から

撤退した結果，国内においてまで企業存続が困難

となった中小企業こそ，本当の失敗といえるので

はないだろうか。

撤退を失敗ととらえる見方に対して，今木

（1987）は，撤退を国際戦略の一環のなかに位置

付けて，戦略的撤退を模索する必要性を主張する。

小山（2013）は，日本企業の海外撤退が2000年

代以降，大企業を中心に「戦略性」を持った形に

変化している点を指摘する。加藤（2011）も，大

企業を中心とする製造業の撤退理由のうち，「組

織再編，経営資源の見直し等に伴う拠点統廃合」

をあげる割合が01年度の35.0％から09年度には

50.0％にまで上昇している点に着目し，「2000年

代においては，大企業を中心とする製造業の海外

展開がさらなるグローバル化の中で地域的な戦略

性を強めていった」（加藤，2011,154頁）と分析

している。

中小企業の海外展開が進んだ現在では，中小企

業においても，今木（1987）や加藤（2011）が指

摘するような戦略性を持った撤退も存在するだろ

う。中小企業の海外撤退をどのようにとらえ，ど

のように評価するのか。撤退事例を単純にすべて

失敗ととらえるのではなく，より詳細に撤退事例

を分類して分析することで，新たな示唆を得るこ

とが重要と考える。

� 現地拠点の機能

次に，現地拠点の機能に着目して分類を行う。

現地拠点の機能としては，研究開発や生産，調達

販売などがある。ここでは，こうした現地拠点の

機能なかで，先行研究が主にどの機能に重点をお

いているかで分類を行う。

先行研究を見ると，生産機能に焦点を当てた研

究が多い（渡辺・小川・黒瀬ほか，2006,久保田，

2007,中小企業金融公庫総合研究所，2008など）。

前述のように，中小企業の海外進出目的は，従来，

親会社への追随や生産コスト低減が多かった。ま

た，現地法人の主な機能は生産機能とする中小企

業が多い。こうした点が，生産機能に着目した研

究が多い理由として指摘できる。

生産機能に着目した研究では，「日本的生産シ

ステムの移転に関する研究は比較的多い」と松永

（2003）が指摘するように，企業間分業関係をは

じめとする日本的生産システムの海外移転に関す

る議論も盛んである（高田，1994,丹下，2009な

ど）。こうした視点については現在も重要であり，

引き続き研究が行われている。
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一方で近年，中小企業の海外進出目的が生産か

ら市場開拓へと移行するにつれて，海外での販売

面に焦点を当てた研究も蓄積され始めている。こ

うした研究は，海外市場のなかでもアジア市場開

拓を主な研究対象としている点に特色がある。

張（2012）は，中小零細食品企業の海外販路開

拓事例を分析し，①公設機関や大学など外部資源

活用による商品開発，②現地代理店や輸入業者と

の連携が重要な点を指摘する。また海外市場を意

識することが斬新な新商品の開発につながり，国

内事業にも刺激となる可能性を示している。

舛山（2012）は，中国に進出した中堅・中小企

業の事例研究から，現地では日系企業向けからの

顧客の多角化が大きな課題となっている点を指摘

する。そして，現状では，欧米系メーカーを開拓

することが，第一の選択になっているとしている。

その理由として，販売代金回収に問題がないこと

や，自動車産業などで中国での欧米系メーカーの

プレゼンスが高いこと，品質基準・価格帯が日系

メーカーと似ている点をあげる。一方で，中国国

内販売で成功している企業の多くは，ローカル企

業向けの販売も伸ばしており，こうした企業を開

拓していくことが，今後の売上拡大にとって重要

な課題となるとしている。

駒形（2014）は，中国経済の構造変化や市場の

質的向上への対応が日系中小製造業に現地市場開

拓のチャンスをもたらしていることを事例研究に

よって明らかにし，日本の中小製造業は中国進出

によって生まれる市場機会を重視する必要がある

と主張している。

このように，最近は，海外市場の持つ機会に着

目し，海外市場開拓に焦点を当てた研究が徐々に

増えている。ただし，十分とはいえない。加藤

（2011）が指摘するように，海外においては，日

系サポート企業の進出増加にともない，日系サポー

ト企業間の競争的様相を強めている（加藤，

2011,232頁）。そうした点を踏まえると，海外展

開する中小製造業は，舛山（2012）が指摘するよ

うに，これまでの主力販売先であった日系企業だ

けでなく，地場企業や第三国企業への販売に取り

組む必要があるだろう。だが，実際にそうした販

売先に対して，日本の中小製造業がどのように取

り組んでいるかといった点は明らかにはされてい

ない。日系以外の海外メーカー開拓に着目した研

究が求められる。

また，販売する財の種類や販売先にも着目する

必要がある。販売する財が消費財なのか，部品な

どの中間財なのか，あるいは販売先が消費者なの

か企業なのか，分けて分析する必要があるだろう。

特に，アジア新興国の消費市場を開拓するために，

日本の中小消費財メーカーがどのように取り組む

べきかを早急に明らかにする必要がある。

実際，国際経営論では近年，新興国市場開拓に

関する理論構築が近年盛んである。新宅（2009）

は，新興国市場開拓時の製品戦略として，①品質

設計基準を見直し，品質を落としながらコストや

価格を低下させる「低価格製品の投入」，②高品

質・高価格の製品を投入する「高付加価値戦略」，

③現地市場が重視する品質・機能軸を高め，重視

しない品質・機能軸では若干手を抜く「現地化商

品の開発」，という3タイプを提示している（新

宅，2009,58�65頁）。新宅の提示する3分類は，

①と③において，品質を落とす点で一部重複がみ

られるものの，新興国市場開拓時のマーケティン

グ戦略として一定の方向性を示すものと考える。

中小企業研究においても，こうした理論を取り入

れた研究が今後必要となるだろう。

� 海外進出形態

ここでは，海外進出の形態によって分類を行う。

海外展開の形態としては，輸出，直接投資，技術

供与，生産委託などがある。ここでは，こうした

海外展開形態のなかで，先行研究が主にどの展開

形態に重点をおいているかで分類を行う。

前述のとおり，中小企業の海外展開形態として

は，輸出や直接投資が多い。そうした点を反映し，

先行研究では，海外直接投資や輸出についての研

究が多く蓄積されている。たとえば，足立

（1994）は，中小企業のアジア進出の傾向と特徴，

諸問題を分析し，竹内（2013）は，中小企業の海

外直接投資形態の類型化を試みている。輸出企業

に焦点を当てた研究としては，山本（2012），山
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本・名取（2014b）などがある。

一方で，「技術提携や技術移転に関する研究は，

それほど多くない」と松永（2003）が指摘するよ

うに，海外直接投資や輸出以外の進出形態，特に

海外企業との連携に関する研究は少ない。海外直

接投資を行うことのできる中小企業は限られてい

るのが実態である。経営資源に乏しい中小企業に

とって，海外直接投資だけでなく，現地企業との

連携も一つの方向性となりうる。

北嶋（2004）は，中小企業が現地で成功するた

めのマネジメント類型を「競合モデル」から「協

働モデル」へという視点から論じている（寺岡，

2013,309頁）。「競合モデル」とは，「日本以外の

アジア地域でのモノづくりと日本のモノづくりの

関係を競争関係とみなす立場であり，日本の中小

製造業が如何にして競争優位な位置を獲得・維持

できるかに重点を置いたモデル」である。一方，

「協働モデル」とは，「アジアのモノづくりと日本

のモノづくりの相互作用に重点を置いたモデルで

あり，日本中小製造業が如何にしてアジア中小製

造業と協調関係を図りながら共存できるかに重点

をおいたモデル」である（北嶋，2004,48頁）。

そして，わが国の産業空洞化を防ぎつつ，中小企

業が生き残るためには，「協働モデル」のマネジ

メントを実行できるかにかかっていると主張する

（寺岡，2013,309頁）。「協働モデル」の場合には，

日本中小製造業（機械・金属系中小製造業）がア

ジア地域との国際取引や多様な連携を図りながら，

如何にしてビジネス機会を獲得しうるかが主要な

目的となるため，貿易関係や合弁関係，企業間連

携が重要となるとしている。

北嶋（2004）が主張するように，アジア現地企

業との連携が重要性を増す一方で，そうした研究

は少ない。関（2013）が，国際連携による海外進

出に着目し，国際連携が中小企業の海外事業活動

における評判を向上させるとともに，海外事業の

展開に必要な能力を向上させるプロセスを明らか

にしている程度である。

戸堂（2012）は，中小製造業では，海外の企業

に生産を委託することによって，生産性が上昇す

る可能性が大きい点を指摘している。実際，日本

製造業の海外展開形態をみると，生産委託による

海外展開は多い。経済産業省「企業活動基本調査」

では，2009年度から海外への製造業務の委託に

ついても調査を行っている。それによると，製造

業務を海外に委託している企業の数は，09年度

は1万2,938社，10年度は1万3,043社となって

いる。これは，海外直接投資や輸出を行っている

企業の数を上回る（10年度の海外直接投資実施

企業数5,081社，輸出を行っている企業6,404社）。

こうした点を踏まえると，従来分析の中心であっ

た輸出や直接投資だけでなく，海外企業への生産

委託や技術供与といった進出形態に着目すること

も重要といえる。

このように中小企業の海外展開においては，多

様な進出形態について，さらなる考察が必要と考

える。中小企業の海外展開において，どのような

進出形態が有効なのか，また多様な進出形態につ

いて，その効果を考察することで，中小企業の海

外展開形態の選択肢の幅が広がるだろう。

� 日本国内への影響

ここでは，海外展開の影響が日本国内の事業に

どのような影響を及ぼすかという論点に着目して，

先行研究を分類する。

1985年のプラザ合意以後，大企業の海外展開

が進むなかで，国内産業の空洞化に関する議論が

数多くなされた。こうした産業空洞化に関しては，

日本企業の海外生産における国内からの部品供給

などを反映した「輸出誘発効果」，海外生産によ

り日本国内からの輸出が代替され国内生産が減少

するという「輸出代替効果」，海外生産品が国内

に輸入され国内生産が減少するという「逆輸入効

果」に関する分析が活発に行われた。そして，02

年版の中小企業白書では，90年，94年，98年の

海外生産増による国内製造業への生産誘発効果と

雇用誘発効果を分析し，海外生産の進展が，生産

面，雇用面においてマイナスに影響していること，

また海外生産が高まるほど，その影響が大きくなっ

ていることを指摘している（加藤，2011,61頁）。

そうしたなかで，過去は，海外展開する中小企

業に焦点を当てた研究よりも，産業空洞化に対し
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て日本国内に残る産業や中小企業の方向性を示そ

うとする研究が多い（坂本，1995,石野，1996な

ど）。これらは，大企業の海外展開による国内産

業，企業への危機感を背景とした研究であり，中

小企業の国内事業へのマイナス面に着目した研究

である。

00年代に入ってからは，海外展開がもたらす

国内事業へのプラスの効果が指摘されてきている。

樋口・松浦（2003）は，経済産業省「企業活動基

本調査」個票データを用いて分析を行い，海外に

製造子会社を保有する企業では，企業グループ内

国際分業により，実質付加価値，労働生産性が高

まり，雇用減少率も小さくなることを指摘してい

る。若杉ほか（2008）も，経済産業省「企業活動

基本調査」の企業レベルデータを用いて，輸出や

海外直接投資を開始した企業は，非直接投資企業

と比べて，開始する以前から生産性が高く，かつ

開始後に生産性の差が拡大していることを実証し

ている。

こうした先行研究は，大企業を含めたものであ

るが，中小企業に絞っても海外直接投資は，国内

事業にプラスの効果を与えているとする研究がこ

こ数年みられる。中小企業庁（2012）は，経済産

業省「企業活動基本調査」のデータを再編加工し，

2002年度に直接投資を開始した企業の国内雇用

は，開始直後から増加傾向を示し，直接投資非開

始企業を大きく上回って推移しているとする。

日本政策金融公庫総合研究所（2012）では，海

外直接投資の実施から5年後に国内拠点の売上高

がどうなったかをアンケート調査により明らかに

している（図表7）。その結果，売上高が「増加

した」と回答した企業の割合は，39.9％で，「減

少した」企業の割合（11.7％）を上回るとしてい

る。従業員数についても，「増加した」と回答し

た企業の割合が29.4％と，「減少した」（15.7％）

を上回っており，「変わらない」（54.9％）を合わ

せると，84.3％の企業が国内での雇用を減らして

いないとの結果が示されている。

以上のように，海外展開は，中小企業の国内事

業にもプラスの効果を与えるという方向性が強く

なりつつある（5）。竹内（2013）はこうした先行研

究について，「海外展開が企業の成長手段，すな

わち日本経済の成長手段として有効であることが

示されたのであり，海外展開を政府が推進する理

論的根拠となった」と指摘する。

一方で，「中小企業の海外展開による国内業績

向上のロジックについては，粗い議論がなされて

きた」と浜松（2013）が指摘するように，海外展

開がどのような経路で国内事業に波及するのか，

そのプロセスについては，十分に明らかにされて

こなかった。そのため，近年は，海外展開によっ

て国内業績が向上するプロセスを明らかにしよう

とする研究が盛んになってきている。

浜松（2013）は，長野県諏訪地域の海外展開企

業を対象に，事例研究を行い，国内事業への効果

波及プロセスを明らかにしている。海外展開によ

る国内業績への効果を直接的効果と間接的効果に

分類して分析している。直接的効果としては，

「グローバル受注」「営業拠点機能」「利益移転」

の3つをあげ，海外拠点を設立すると自動的に得
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図表7 海外直接投資の実施による国内拠点でのパフォーマンスの変化

� 売 上 高
（単位：％）

� 従業員数
（単位：％）

増加した 変わらない 減少した 増加した 変わらない 減少した

製造業 ・n・211・ 38.9 47.4 13.7 製造業 ・n・211・ 28.3 54.2 17.5

非製造業 ・n・80・ 42.5 51.3 6.3 非製造業・n・80・ 32.1 56.8 11.1

全産業 ・n・291・ 39.9 48.5 11.7 全産業 ・n・291・ 29.4 54.9 15.7

資料：日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の海外進出に関する調査」（2012年）

（注）1．海外直接投資を行ったことで，国内での�売上高，�従業員数が，海外直接投資の実施直前と実施から5年後（進出し

てから5年が経過していない場合は，投資実施直前と現在）を比較してどのように変化したかを尋ねたもの（ただし，自

社の海外拠点を含むグループ間の取引を除く）。



られる直接的効果のインパクトはそれほど大きく

ないとする。一方で，海外展開によって生まれた

生産能力余剰と危機感により，自社で顧客開拓，

技術蓄積を実行する能力の向上をもたらす「触媒

的効果」があると主張する。

こうした浜松（2013）の主張に対し，山藤

（2014）は反論し，浜松（2013）が限定的である

とした3つの直接的効果が日本の中小企業の国内

事業の維持・拡大に貢献していることを事例研究

によって示している。3つの直接的効果のうち，

特に「営業拠点機能」については，「海外拠点の

顧客の紹介により，国内拠点の顧客が増加するこ

と」を「ブーメラン効果」と定義して，その効果

を強調している。

藤井（2013）は，海外直接投資が国内事業のど

のような要素に変化をもたらすのかを分析し，四

つのパターンに整理した。①労働集約的な業務を

海外へと移管し，国内は製品企画やマーケティン

グなど知識集約的な業務に特化することで，企画

力や営業力が高まるパターン，②海外での取引を

きっかけに国内事業の評価や営業力が向上するパ

ターン，③海外での勤務機会の存在が従業員の士

気の向上や採用のしやすさにつながるパターン，

④国内とは異なる経営環境に足を踏み入れたこと

でイノベーションが起き，品質管理体制の改善や

製品・サービスのラインアップの拡大などにつな

がるパターン，の四つである。

藤井（2014）は，海外直接投資は，当初の目的

を超えた副次的効果を国内事業にもたらすことを

アンケート調査により明らかにしている。副次的

な効果を得るためには，①経営環境が国内と海外

では異なると認識し，仕事の進め方を見直す，②

経営資源の配置を柔軟に見直す，③内外の相乗効

果を狙ったビジネスモデルを構築する，の3点を

あげている。こうした研究は，これまで明らかに

なっていなかった中小企業の海外展開による国内

事業への波及プロセスを明らかにした点で意義の

ある研究である。

一方で，課題もある。国内拠点への波及プロセ

スとしては，上記以外にも考えることができる。

たとえば，国際経営研究では，新興国市場開拓を

契機とするリバース・イノベーション理論が提示

されている。リバース・イノベーションは，

TrimbleandGovindarajan（2012）が提示した

概念であり，途上国で最初に生まれたイノベーショ

ンを富裕国に逆流させるイノベーションである。

製品のイノベーションだけでなく，製造や販売と

いったビジネスモデルのイノベーションをも含む

概念である。リバース・イノベーションを実現す

るためには，これまでの戦略を見直すだけでなく，

マインドセットやグローバル組織，プロジェクト

単位での見直しが必要としている。

こうした議論は，大企業が中心であり，リバー

ス・イノベーションが中小企業でも起こりうるの

か，といった議論は十分には行われていない。海

外現地市場開拓を進める中小製造業が増加する中

で，現地ニーズに合わせた製品開発の必要性は高

まっており，そうした現地向け製品開発を契機に，

中小企業でもリバース・イノベーションが起こる

可能性はあるだろう。実際，Tange（2014）は，

事例研究によって，こうした概念が中小企業にお

いても起こりうる可能性を提示している。中小企

業の海外展開による国内事業への波及プロセスに

ついて，さらなる議論が深められるべきと考える。

� 国際経営論との関係

国際経営論では，企業の海外展開に関する様々

な理論構築が進んでいる。ただし，こうした理論

は，大企業を研究対象として導き出されたもので

あり，中小企業にも適用可能かどうかの議論は十

分にはなされてこなかった。近年では，こうした

国際経営論における研究成果を中小企業研究に取

り入れようとする動きがみられる（Tange2014

など）。

遠原（2012）は，企業の国際化プロセスを説明

するウプサラ・ステージ・モデルが中小企業の海

外展開にはそのまま当てはまらない可能性を指摘

する。同モデルは，企業が間接輸出，直接輸出，

海外販売子会社設立，海外生産，研究開発活動の

移転といった国際化プロセスのステージをのぼり

ながら，漸次的に国際化していくことを示してい

る（JohansonandVahlne1977,山本・名取，
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2014b）。それを踏まえたうえで，日本の中小企

業の多くは国際化していない，あるいは国際化プ

ロセスの初期段階にあること，また生産委託を選

好する傾向が強いことから，日本の中小企業の国

際化プロセスは，ウプサラ・ステージ・モデルを

そのまま適用するだけでは，うまくとらえられな

いとしている。

久保田（2007）も，中小製造業者の海外展開を

考察するには，既存の国際経営研究の知見だけで

は十分に説明できない点を指摘している。中小製

造業者は，ユーザー企業の影響の強さや，海外か

らの撤退・移転が容易ではないという中小企業的

制約を抱えている。こうした中小製造業者の生産

機能の国際配置を考察するには，国際経営研究で

指摘される立地論的な要素に加え，企業が蓄積し

ている経営資源の特性や企業の戦略に着目する複

合的な視点が必要としている。

太田（2012）も，大企業を想定して構築されて

いる国際化プロセスの理論が必ずしも中小企業に

適合していない点を指摘したうえで，「なぜ国際

化するのか」「どのように国際化するのか」といっ

た，大企業とは異なる中小企業の国際化への動機

やプロセスを明らかにすることが，より豊かな理

論的・実践的な意義を導き出し，より効果的な政

策提言に貢献するとしている。

こうした指摘をふまえて，国際経営研究におけ

る研究蓄積を中小企業研究に取り入れようとする

研究もみられる。山本・名取（2014a）は，「国

際的企業家志向性（IEO:InternationalEntre-

preneurialOrientation）」の概念を利用するこ

とで，国内中小製造業の国際化プロセスを経営者

の企業家的行動から説明している。経営者は，外

部環境の変化に直面する中で，「過去の意思決定

の経験」「社会的ネットワーク」「組織構築」とい

う三つの要素によって，もともと持っていた企業

家志向性（EO:EntrepreneurialOrientation）

をIEOに転化させていく。その結果，中小製造

業は，国際化を実現するとしている。

このように，先行研究では，国際経営論におけ

る研究成果が必ずしも中小企業には該当しない可

能性が指摘されている。一方で，国際経営論にお

ける研究成果を中小企業研究に取り入れようとす

る動きが見られ始めている。大企業を主な研究対

象とした国際経営論での結論が中小企業にも当て

はまるのかどうか検証を行い，中小企業独自の理

論構築を目指すことが必要と考える。

4 結 論

本稿では，まず中小企業による海外展開の現状

を各種公表データから分析した。その結果，①海

外展開する中小企業は増加傾向にあり，進出形態

は多様である，②進出目的が生産コスト低減から，

現地市場開拓へと変化している，③海外から撤退

する中小企業も増加している，といった近年の変

化を明らかにした。

そのうえで，先行研究を5つの視点から分析し，

前述の変化に中小企業研究が十分には対応できて

いない点を明らかにした。具体的には，①海外か

らの撤退研究の必要性，②多様な進出形態に関す

る研究の必要性，③現地市場開拓に着目した研究

の必要性，④国内事業への波及プロセスの深堀，

⑤国際経営論における蓄積を中小企業研究に取り

入れる必要性，の5点である。

本稿の貢献として，中小企業の海外展開に関す

る先行研究を5つの視点から分類し，その意義と

課題を明らかにした点があげられる。こうした先

行研究を分析した論文は，松永（2003），寺岡

（2013）がみられる程度である。中小企業の海外

展開が進むなかで，本稿は今後，中小企業の海外

展開を研究するうえで役立つものと考える。

また，国際経営論における研究成果を中小企業

研究に取り入れることの必要性を指摘した点も本

稿の貢献として指摘できる。国際経営論で構築さ

れた理論を踏まえながら，中小企業の海外展開を

理論化することは，海外展開を検討する中小企業

にとっても参考となるだろう。

一方で本稿には課題もある。国際経営論におい

て，企業の海外展開に関する理論はどのようなも

のがあるのか，十分には考察できていない。また，

国際経営論の研究成果をどのように中小企業研究

に取り入れていくのか，そうした点についても，
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本稿では十分に示すことができなかった。

以上の点を踏まえて，中小製造業の海外展開に

関する研究に今後も取り組んでいきたい。

�注�

（1） 中小企業が最も重視している直接投資先のうち，

アジアが占める割合は，販売拠点設立先として

76.8％，生産拠点設立先として88.3％である（中

小企業庁，2012,85頁）。

（2） 同調査の概要は，次のとおりである。調査時点：

2012年3月中～下旬，調査対象：日本政策金融

公庫の取引先（原則従業員20人以上）11,297社，

有効回答数：4,607社（回答率40.8％）。

（3） ただし，同調査は，日本政策金融公庫の取引先

で，かつ原則従業員20名以上の中小企業に対し

て実施したものである点に留意する必要がある。

従業員20名以下の中小企業を含めると，実際の

海外展開比率はさらに低いものと推測される。

（4）「撤退」について，洞口（1992）は「本国の親

企業が在外子会社の企業活動に対する支配を放棄

すること」と定義している。米倉（2001）は，撤

退の方法を「株式譲渡及び株式売却，生産，破産，

ロケーションのシフト，収容，国有化およびフェー

ドアウト」としている。本稿では，洞口（1992），

米倉（2001）の定義を採用しつつ，中小企業の海

外展開形態が多様であることを考慮して，撤退を

「進出形態にかかわらず，海外での事業運営を放

棄すること」と幅広くとらえることとする。

（5） 竹内（2013）が指摘するように，現実には海外

に生産拠点を移した結果，国内の雇用を減らした

企業もあり，こうした先行研究によって産業や雇

用の空洞化の懸念が否定されたわけではない。
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